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日本における英語学習機会の格差への対処法
How to Address Inequality Issues   
 of English Language Learning Opportunities in Japan

森　　　博　英

1　はじめに

ピケティー（2014）は『21世紀の資本』で，経済格差を解消するためには教育への投資

が最良の方法であると述べている．このような経済格差と教育の関係はさまざまな観点から

研究され，日本でも苅谷（2001）が『階層化日本と教育危機』の中で，社会的な地位やカテ

ゴリーとしての階層と教育の関係が論じられ，「将来さらに拡大する兆しのある経済的・社

会的な階層間格差を背景におけば，教育において拡大する不平等や階層間格差は，社会的不

平等の拡大再生産に結びつく可能性が高い」（p.221）と警鐘を鳴らしている．

このような格差と教育の関係については，文部科学省（2010）の『平成 21年度　文部科

学白書』の特集 1「我が国の教育水準と教育費」で取り上げられ，児童生徒の就学援助を受

けている割合が多い学校ほど国語と算数・数学の平均正答率が低くなっていることや，小学

校においては世帯年収が低いほど国語と算数の正答率が低いこと等が報告されている．耳

塚・中西（2014）では同様の社会経済的背景による格差と児童の学力等の関係がどのような

事柄に顕著にみられるかをより詳しく調査・分析し，小学校では親の社会経済的地位が高い

児童ほどほとんどの教科の学力テストの正答率がより高く，一方，中学校では親の教育期待

の方が社会経済的背景よりも生徒に与える影響力は大きいことを明示した．

本稿では教育の中でも特に英語教育を取り上げ，さまざまな要因とそれによって引き起こ

される英語学習機会の格差との関係を概観し，この格差の解消に向けた方策を考察する．

2　英語格差

最近各種の格差が注目されているが，その中のひとつに英語格差（English Divide）がある．

基本的には英語ができるかどうかで生じるさまざまな違いを指すものであるが，よく引き合

いに出されるのが，収入の差である．松繁（2001）は国立大学の学部卒業生にアンケート調

査を実施して，高所得や高地位を得るために英語力は重要な役割を果たしていることや，業

務上英語を使う人の方がそうでない人に比べ所得が 6～24％ほども多いことを示した．また，

このような差は性別により異なるという調査結果もあり，Kano（2005）は英語を使う人と

使わない人の年収の差は男性で 18.2％，女性で 40.2％にも上るとしている．さらに，女性に

ついては，ビジネス会話以上の英語力を持つ女性の平均年収と日常会話レベル以下の英語力

の女性の平均年収との差は年代が上がるにつれ広がり，50代では前者は後者の約 2.5倍にも
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なっていることが明らかになった（ダイジョブ・グローバルリクルーティング　2014）．こ

のような傾向は日本に限ったものではなく，カレイラ（2012）によると，2008年の East 

Asian Social Survey（EASS）の国際比較調査から韓国のアンケート調査データを用いて，英

語力と収入の関係を分析した結果，月平均収入が高いほど英語の読解力，英会話力，英語を

書く能力の自己評価が高いことを報告している．

一方，寺沢（2015）は日本版総合的社会調査（JGSS-2010）のデータを分析した結果，仕

事上の英語の必要性の有無により年収の差はなく，これは性別に分けても同様に年収の差は

ないという結果を明示して，これ以前の研究・調査とは相反した結果を提示している．さら

に，岡戸（2015）が指摘している「英語能力が高いから収入が高いのか，あるいは収入が高

い仕事についている人の英語能力が高いのかの関連性」（p.81）等の因果関係については，

これらの研究結果からは，断定できる段階にはなく，今後の研究に期待される研究課題であ

る．

3　英語格差に影響を与える英語学習機会格差

ここまでは英語力の高低で生じる経済的な価値の格差という観点から英語格差を概観した

が，ここからはそのような英語格差に影響を与える英語学習機会の格差について考察する．

英語学習機会としてまず挙がるのは，言うまでもなく，学校での英語学習機会である．昨

今，特に私立学校等では，さまざまな工夫が凝らされた英語学習機会が学校内外で提供され，

その効果を上げて注目を浴びている．また，文部科学省もスーパーグローバルハイスクール

やスーパーグローバル大学という制度を作り，グローバル人材の育成のための英語学習機会

の場を設けている．

これらの学校での英語学習機会の差は，英語学習機会の格差として取り上げられることは

あまりなく，むしろ，この種の議論で特に多いのは，親の収入等のような経済格差が影響を

与える学校外での英語学習機会の差のようである．これは幼児期の習い事としての英会話教

室に始まり，小学校から大学に至るまでの学習塾や予備校，家庭教師，通信教育，英語学習

教材，そして，留学等の機会が挙げられ，これらは教育サービスを購買するという一種の消

費行動とも言える．学校外教育活動の実態を調査したベネッセ教育総合研究所（2017）によ

ると，英会話 /英語教室は小学生の学校外学習活動の中で最も多く，中学生の場合でも 3位

となっている．中学生と高校生の場合は，学習塾が 1位となっているが，おそらく，学習塾

でも英語が教えられているように思われる．このように学校外学習活動として英語学習にお

金をかけることは日本に限ったことではないようであるが，バトラー（2017）は「小学校で

英語を必修にした韓国や中国，台湾では，社会の経済格差が拡大する中，学校以外で英語教

育を受ける機会や子どもの英語力の格差も広がり問題になっている」と近隣諸国の状況を報

告し，このような格差の拡大を危惧している．日本で現在進行中の英語教育改革でもこのよ

うな格差問題は注視されており，32年度から始まる大学共通テストとして国立大学が 2技
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能のマークシート式の問題の受験に加えて各種の英語 4技能試験の受験を課すことになった

が（国立大学協会　2017），バトラー（2017）は英語 4技能試験の導入について「入試に保

護者の経済力が大きく影響するスピーキングテストを導入するなら，公平性をどう担保する

かを活発に議論すべきだ．その方法は受験料の補助など小手先のものではなく，英語を話す

機会が少なかった受験生に対し，大学への門戸を狭めないような配慮が必要だ」と提言して

いる．このように親が子どもの英語の学習機会に与える影響は大きく，次に，この種の影響

についてこれまでに世界各地で実施された研究の成果をまとめることにする．

4　英語学習機会格差に影響を与える親の関連要因

内田・浜野（2012）が「子どもがおかれた環境は国により，地域によりさまざまであり，

格差の実態も大きく異なる」（p.v）と述べているが，これは英語学習機会格差にも同様に言

えることである．そこで，ここでは世界の地域別に分けて研究結果をまとめることにする．

4.1　地域別

4.1.1　ヨーロッパ

Nikolov & Józsa （2006）のハンガリーの 6年生と 10年生の外国語学習者の研究では，両親

の学歴と子どもの外国語学習（英語とドイツ語）には強い関係が見られ，まず，父親の場合

も母親の場合も学歴が高いほど，その子どもは学年に関わらずドイツ語ではなく英語を選択

している割合が高いということが明示された．また，母親の学歴が高いほど，学年や学習言

語に関わらず，言語能力テストのスコアーや学校での成績が高いことが分かった．同様の傾

向は親の学歴と子どもの外国語学習に関連したさまざまな要因との間でも見られ，両親の学

歴の影響が最も強いことが示された．このような親の学歴の影響に加えて，ヨーロッパ諸国

での早期外国語教育のデータを分析したMuñoz & Lindgren（2011）では，親の職場での外国

語使用も子どもの外国語能力に強い影響を与えていることが判明した．このような社会経済

的背景の影響は，内容言語統合学習（CLIL）の手法を用いたスペインでのバイリンガル教

育にも見られ，親の社会経済的背景がよりいい子どもほどスペイン語能力は高いことが報告

されている（Fernández Sanjurjo, Arias Blanco, & Fernández-Costales, in press）．

4.1.2　中国

Zou & Zhang （2011）が実施した中国の 9年生の研究では，家族の社会レベル，両親の教

育レベル，また，家族の世帯月収が高いほど，子どもの英語力も高いという関係がわかった．

より詳しい分析によると，親の教育レベルが高いほど，親（特に高レベルの親）が子どもの

英語学習の手伝いをしていることが報告された．また，世帯月収が高いほど教育支出も高く，

最も高収入の親は最も低収入の親の約 5倍もの教育支出をしている．さらに，家族の世帯月

収が多い子供は，より多くの学校のカリキュラム外の英語教育プログラムに参加しているこ
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とも明示された．

次に，Butler （2014, 2015）では親の社会経済的背景と 4年生と 6年生，8年生の英語力と

動機づけの関係を分析した結果，親の社会経済的背景の英語力への影響は 8年生で見られ

た．また，子どもが英語学習で成功する能力を持っているという親の信条が 3学年全てにお

いて子どもの英語のパフォーマンスの最も強い予測変数であった．

一方，Butler （2017）は小学生とその親を 4年生から 6年生になるまで縦断的に調査し，

親の社会経済的背景の児童の英語への動機づけや英語の自己認識能力，不安への影響を調査

し，弱くはあるものの相関していることを見つけた．特に，この影響は学年が上がるにつれ

て顕著になり，親の社会経済的地位の高い子供ほど内的動機づけや自己認識能力が高まり，

親の社会経済的地位の低い子供ほど低くなるという結果を提示している．

さらに，Butler & Le （in press）は 7年生から 9年生になるまでの縦断的な研究を実施し，

親の社会経済的背景とさまざまな要因（英語の役割，子育てスタイル，自宅で読める中国語

の本，子どもの英語学習への親の関わり，子どもの英語学習能力への親の信条や期待）の関

係を分析した．その結果，親の収入や教育レベルが高いほど子どもの英語能力は高く，この

ように親に関わる変数が子どもの英語能力を予測することを明示した．

4.1.3　韓国

Statistics Korea（2016）によると小学校から高校までの科目別の私教育費で最も高いのは

2015年も 2016年共に英語であり，私教育の参加率は算数・数学に次ぎ約 40％の児童・生徒

が英語の私教育を受けているようである．さらに，全体的に世帯収入が多い家庭ほど，私教

育費をかけており，また，首都のソウルは他の地域に比べて私教育費により多くのお金がか

けられているというデータが示しているように経済格差や地域格差が見られるため，この傾

向は英語に関する私教育費も同様であることが推察される．

4.1.4　日本

寺沢（2015）は，1913-34年生まれの世代から 1975-89年生まれの世代を横断的に比較して，

父親，母親共に最終学歴が高いほど，その子どもは英会話力も英語の読解力も高く，義務教

育が最終学歴の親と高等教育が最終学歴の親をもつ子どものこれらの英語力の差は 1975-89

年生まれの世代で少ないものでも 2.5倍（父親の最終学歴による英会話力の違い），多いも

のだと 6.3倍（母親の最終学歴による英語読解力の違い）にもなっていることを報告してい

る．同様の傾向は父親の職業にも言えるようで，ブルーカラーよりは事務販売，事務販売よ

りは専門管理の職に就く父親の子の方が英会話力も英語読解力も高いといった結果を提示し

ている．
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4.1.5　南アメリカ

Kormos & Kiddle （2013）はチリの首都のサンティアゴで異なる社会階層に属する中学生の

動機づけについて比較した結果，社会経済的背景と最も強く関連しているのは自己効力感に

関する信条であるという結果を得ている．特に中流上層階級と上層階級が他の階級より自己

効力感が高くなっていると報告している．

4.2　国際比較

寺沢（2015）は 2008年度版東アジア社会調査（EASS-2008）で収集された日本，中国，

韓国，台湾での調査データを分析し，出生年や国に関わらず父親の教育年数が英語力に影響

を与えていることを明示した．特に日本や中国では 1959-68年生まれの世代からこの影響力

が上昇し，1979-90年生まれの世代では台湾や韓国を抜いているとのことである．さらに，

Azam, Chin, & Prakash （2013）の英語が準公用語である環境のインドでのさまざまな環境要

因による英語力格差の例も挙げ，「教育機会が家庭環境・生育環境に左右されることはほぼ

普遍的な現象である以上，英語教育機会の格差が生じることもほぼ必然的である」（p.52）

と寺沢は結んでいる．

5　英語学習機会格差への対処法

上記の通り，親の影響に関する研究のほとんどが親の経済資本（月収等）や文化資本（学

歴等）がどのように子どもの英語力に影響を与えているかについての研究であり，どの国の

どの研究でも，程度の差こそあれ，このような親の資本が子どもの英語力に大きな影響力を

与えているという結果が報告されている．そこで，これ以降では，このような格差をどのよ

うに克服していくか，その対処法を，ここまでも触れてきた経済資本と文化資本としての親

の影響，そして，近年新たに注目を浴びている社会関係資本としての親の影響という観点か

ら，さらには，これらの親の影響に加え，英語学習に直接影響を与える学校での教育の影響

を「効果のある学校（effective school）」という観点からそれぞれ考察していくことにする．

5.1　経済資本

5.1.1　英語村

経済的な支援の例として興味深いのは韓国の私教育の格差対策であるが，カレイラ（2012）

によると，韓国では，1）英語村，2）放課後学校，3）韓国放送公社の英語教育番組といっ

たものを通して経済的な格差を削減する試みが継続しているということである．この中で最

近日本でも始まっているのが英語村であるが，韓国では 2000年代半ば頃に留学ブームが起

こり，母子を海外留学に出し，父親は韓国に残り生活費や留学費用を稼ぐという社会現象が

問題視されたことから，韓国の政府や自治体，自治体に委託された民間業者などが「韓国国

内で留学と同じような状況を作り出し，廉価に疑似留学が体験できる機会を与えようという
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ことで設置」（カレイラ　2012, p.163）したのが英語村である．英語村は 2011年の時点で韓

国全土に 32か所もあったが（カレイラ　2013, p.82） 1），The Korean Times（2016）によると集

客がうまくいかず，負債も増え，経営権が民間セクターに渡されているものもあるという．

しかし，カレイラ（2014, p.21）は「このように多くの問題をはらんでいる英語村であるが，

多くの小・中・高等学校が英語村を定期的に利用しており，さまざまな問題を抱えながらも 

英語村は韓国の英語教育において重要な役割を果たしているのではないかと思われる」と一

定の評価をしている．

韓国と同様に日本でも近年国内に英語村が作られたり，作ることが計画されたりしている

（表 1参照）．日本の場合，英語村は大別して 2種類に分けられ，韓国のような留学型の英語

教育施設もあれば，体験型の英語教育施設もある．ただ，これら以外にも民間が経営する英

語村を含めても，その数は韓国のようには多くなく，これから安価で利用できる英語村が増

設されることを期待したい．

表 1　日本の英語村

名　　称 タイプ 開設（予定）年 関連自治体

イングリッシュビレッジMAEBASHI 体験型 2017年 前橋市

TOKYO GLOBAL GATEWAY 体験型 2018年 東京都

くちぶち英語村 留学型 2018年 高崎市

5.1.2　留学支援

英語学習ではさまざまなことに費用がかかるが，その中でも高額なものとしては留学が挙

げられる．日本人の海外留学状況は 2004年の 82,945人をピークに，その後は減少傾向にあ

り，2014年には 53,197人と報告されている（文部科学省 2017）．このような傾向の理由と

して，若者の内向き志向ということがよく言われているが，実情はそのように単純なもので

はなく，太田（2011）が「「奨学金があっても留学しない」時代」（p.5）と称しているように，

いろいろな要因が複雑に絡まってこのような状況を生んでいるように思われる．太田（2014）

が挙げている要因の中で経済的な要因としては「英語圏の大学の授業料高騰」（pp.8-9），「日

本の家計の悪化」（pp.9-10），「少ない海外留学のための奨学金」（pp.11-13）等が挙がってい

る．ベネッセ教育開発研究センター（2012，p.22）の保護者を対象とした調査でも，海外留

学をさせたい親は 4割程度であるが，留学費用の負担がネックであると回答している親は 6

割程度にも上っている．海外留学のための奨学金としては日本学生支援機構の奨学金が代表

的なものとなるが，給付型・貸与型の海外留学奨学金が用意されており（日本学生支援機構

「海外留学奨学金（日本学生支援機構）」参照），日本学生支援機構の「データで見る高校生・

  1）　キム（2011）を翻訳してカレイラ（2013）が作成した表をもとにする
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大学生の留学事情」によると，平成 24年度に比べ平成 28年度の実績は，支援対象学生数が

2.7倍，学生支援金額が 2.2倍と倍増している．また，2014年開設の官民協働の「トビタテ！

留学 JAPAN」は，高校生の平成 28年度の合格者は平成 27年度の 1.7倍，大学生の平成 28

年度の合格者は平成 26年度の 2.9倍となっていると報告されている．さらに，民間の奨学

金，外国の政府等の奨学金もあり，これらのさまざまな機会を効率的に活用することが肝要

であろう．

5.1.3　私教育支援

経済協力開発機構（2017）の 2014年の調査結果によると，日本は高等教育段階での教育

支出の半分以上が私費負担となっており，この傾向は 2005年以降変わっていないとのこと

である．これらの支出は学校教育機関に対するもので，学校外教育費を含めると教育費のか

なりの部分が私費負担に依存していることがわかる．学校外での活動の支出は，公立の小学

校と中学校段階での学習費全体の 60％以上を占めている（文部科学省　2017）．韓国では，

国を挙げて私費負担の減少に努め，英語教育に関していえば，上記の英語村や放課後学校，

韓国放送公社の英語教育番組により私教育負担を削減している．日本では，高校授業料の無

償化が進められているものの，韓国ほど学校外教育費の削減となる対策が立てられておら

ず，未だ個別の学校単位での事例に留まっているが，放課後や土日，長期休暇を使った私費

負担があまりかからない教育活動の工夫が求められていると言えよう．

5.2　文化資本

寺沢（2017）は年収等の経済資本が引き起こす格差より，学歴等の文化資本が引き起こす

格差の方が教育機会により大きな影響を及ぼすことがあると述べ，文化資本の英語学習への

影響について論じている．例えば，進学格差を例に挙げ，「親が高学歴であるほど子どもの

進学率は高くなる傾向があり，教育年数が増える．その結果，英語の学習量も増えるので，

それだけ英語力を獲得する可能性が高まる」（p.7）と言及している．また，親の教育観が子

どもの英語学習へ与える影響について，ベネッセ教育総合研究所（2006）の調査結果を引き

合いに出し，学歴の高い親の「世界市民・コスモポリタン的な教育観」（p.8）に着目し，こ

のような教育観をもつ親に影響されて，子どもはそのような価値観を自身の中に育むこと

で，そうでない子供と比べて英語教育に取り組みやすくなるとし，このような文化資本の格

差は社会にしっかりと根付いているため，なかなか解消できないとも述べている．さらに，

教員自身も高学歴で教養主義的・コスモポリタン的な学習観があるため，このような文化資

本の格差に影響を受ける階層の再生産に加担しているとしている．では，文化資本による英

語教育機会の格差にはどのように対処すべきであろうか．寺沢は英語教師の「教育行為の相

対化」（p.9）を挙げたが，それに加えて，英語教師の「教育行為の多様化」，つまり，さま

ざまな学習観に価値を見出して，多様な英語教育活動を実践することにより，英語学習の機
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会がより多くの階層の子どもたちに開かれたものになり，文化資本による英語教育機会の格

差の固定化の解消につながることが期待できるのではなかろうか．

5.3　社会関係資本

志水（2009）は，社会関係資本を「子どもたちを取り巻く人間関係の豊かさ，その信頼関

係・きずなの強さを表すもの」（p.1）と定義して，小学生に対する調査から以下のような結

果を導き出している：

　（ⅰ）　社会関係資本は文化資本や経済資本とは独立した学力へのプラスの効果がある．

　（ⅱ）　また，経済階層下位ほど，その社会関係資本の効果は高まる．

　（ⅲ）　 社会関係資本のカテゴリーごとにその効果を見ると，3つの社会関係資本の学力へ

の効果は異なっていた．とりわけ経済階層ごとに見るとそのコントラストは顕著

で，階層下位では学校 SC 2）・家庭 SC・地域 SC，階層中位では家庭 SC，階層上位で

は地域 SCと，学力へ効果のある社会関係本のカテゴリーは階層ごとに様相を異に

していた．

 （志水　2009, p.19）

志水（2014）は，さらに「中学生になると，親の経済力（経済資本）だけでなく，家庭の教

育環境（文化資本）や人間関係の豊かさ（社会関係資本）の格差がダイレクトに学力に結び

つく」（p.56）とも述べ，社会関係資本による格差を「つながり格差」（志水　2009, p.20）と

も呼んでいる．志水（2009）での学力とは全国学力・学習状況調査で測られた国語と算数を

指すため，英語力との関係を直接測ったものではないが，これからのコミュニケーション能

力の育成を目的とした英語教育の根底には，コミュニケーションを通して豊かな人間関係を

築くことが重要であるという共通認識があり，社会関係資本と英語によるコミュニケーショ

ン能力の習得の間には密接な関係があると言えよう．従って，子どもたちの地域・学校・家

庭での社会的なつながりを高める工夫することが，英語でのコミュニケーション能力を高め

ることにも繋がるものと思われる．

5.4　効果のある学校

アメリカでの大規模研究の Coleman, et al. （1966）は，社会的不平等の解消に与える学校

の影響力は家庭や地域の影響力に比べて小さいと報告している．Jencks, et al.（1972）も同

様に経済格差のもたらす不平等の解決に学校の果たす役割はあまりないと述べている．この

ように教育の効果をかなり限定的なものとする立場もあれば，Edmonds（1979, 1982）や

Lezotte（1991）が調査で見出した，効果のある学校（effective schools）の特徴を教育現場の

改善に活用しようとする動きもある（Council of Ontario Directors of Education 2011）．しかし，

  2）　SCは社会関係資本（Social Capital）を表す
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このような効果のある学校の特徴とは，概して，教科別の特徴ではなく，学校運営全体に関

わるものとなっている．

そこで，日本の英語教育に特化した効果のある学校の研究で興味深いものとして，ここで

は加藤（2017a）に触れることにする．加藤（2017a）は英語のコミュニケーション能力を伸

ばしている高校の教員にインタビュー調査を実施して，そのような学校の指導や取り組みの

共通点として，①英語の授業の「質」を高める取り組みをしている，②学校・英語科全体で

の取り組みをしている，③生徒が英語学習に向かうための土台を作っている，④地域や学校

の環境や文脈に沿った取り組みをしている，といった点を挙げている（詳しくは加藤

（2017b）を参照）．このような指導や取り組みは，担当の英語教員のみの意識改革や実践の

みではなく，管理職の学校長，さらには教育委員会等からの支援も必要であるが，英語教育

版の効果のある学校の実現にとても効果的ではなかろうかと期待を寄せたい．

上記の①から④の中で，教員がすぐにでも取り組めることは①の英語の授業の「質」を高

める取り組みと③の生徒が英語学習に向かうための土台作りであると思われるが，最も実現

可能なこととしては，①の取り組みの一貫として，教科書をきちんと教えることであるとい

うことが，これまでの研究から言えそうである．例えば，金谷（2009）は，大学入試を文法

や語彙の観点から分析した上で，教科書で扱う語彙だけで大学入試に出てくる語彙の約

95％をカバーしていることや，大学入試で頻出する文法項目は 14項目のみであること等を

示して，教科書をきちんとこなすことで十分に大学入試に対応できると主張している．さら

に，金谷（2015）は，大学入試を分析した上で，中学レベルの文法知識をしっかりと身につ

けていれば大学英語入試の問題の 89％が十分に回答可能であると述べている．このように，

本来は学習指導要領に沿って作成された検定教科書の内容をしっかりと定着させれば，同じ

ように学習指導要領の内容を踏まえて作成された大学入試はできるようになっているはずで

あり，大学入試に合格するために何か特別な大仕掛けの実践をする必要はないと思われる．

しかし，現状としては，教科書の内容は導入するものの，定着にまで至っていないというの

が大きな問題のようである（金谷・小林・告・贄田・羽山　2015；金谷　2017）．これを克

服するために，教科書を 1回のみでなく複数回繰り返し使う方法が教育現場で試され，実質

的な成果を挙げつつある（例：「山形スピークアウト方式」（金谷　2012），「5ラウンドシス

テム」（金谷・西村・梶ヶ谷・阿部・山本 2017））．このように原点に戻ってしっかりとした

教育をすることが，実は中学生や高校生の英語力の格差を解消する最も近道のように思われ

る．

6　最後に

本稿では，親の経済資本や文化資本が英語教育機会の格差に及ぼす影響について，日本を

含むさまざまな国で実施された研究も概観した上で，1）経済資本（収入等），2）文化資本（学

歴等），3）社会関係資本（人間関係等），4）効果のある学校，という 4つの観点から日本で
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の英語学習機会格差への対処法を考察した．経済資本に関しては英語村の利用や留学支援，

私教育支援を進めることで，経済的な原因による英語教育機会の差を削減することを提案し

た．次に，文化資本に関しては教育行為の相対化と多様化で文化資本の差で生じる格差に対

処することに触れた．3番目の社会関係資本については，志水（2009, 2014）をもとに子ど

もたちの地域・学校・家庭でのつながりを高める工夫することの重要性を強調した．4点目

の効果のある学校については，加藤（2017a）が列記した英語教育で効果を上げている学校

の特徴を挙げ，そのうちの英語の授業の「質」を高める取り組みとして，教科書をしっかり

と教えることを提案した．

本稿では，これまでの研究をもとに，英語学習機会格差への対処法についてさまざまな観

点から論考してきたが，今後の研究では，科学的根拠にもとづいた（evidence-based）検証

をさらに進めて，それをもとに英語指導法や英語教育政策を改善して，英語教育機会の格差

に適切に対処していくことが期待される．
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